
令和 5 年 3 月

令和 5 年度 令和 14

１．事業概要

（１）

① 給　水

② 施　設　

供用開始年月日 大 正 15 年 3 月 1 日 計画給水人口 73,954 人

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

水　　　　　　　　源 　☑表流水、☑ダム、☑伏流水、☑地下水、☑受水、☑その他

法適（全部・財務）
・非適の区分

法適用企業
現在給水人口

有収水量密度

70,572 人

千㎥／ha

天草市水道事業経営戦略

団 体 名 ： 熊本県天草市

事 業 名 ： 天草市水道事業

施 設 数

浄水場設置数 30
管 路 延 長

配水池設置数 140

施 設 能 力 43,940 ㎥／日 施 設 利 用 率

　天草市は平成１８年３月に２市８町が合併し、４上水道会計、９簡易水道会計を合併時に天草市水
道会計（法適）と天草市簡易水道会計（法非適）にそれぞれ統合し、スタートしました。
　天草は島しょ地域で慢性的な水不足が続いており、特に南部地域では渇水に悩まされてきました
ので、水資源確保のための拡張工事や改良工事を行ってきましたが、平成２６年４月から県営路木
ダムからの取水を開始したことで、安定した水の供給が可能となり、概ね地域全体として安定供給が
できるようになりました。
　また、平成２９年４月からは簡易水道事業を上水道事業に統合しましたが、地域的に集落が点在す
るため多くの施設を抱えています。
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③ 料　金

④ 組　織

（２）

　合併から平成２４年度までは、水道課と簡易水道課に組織が別れており、技術共有等が難しい状
況でしたが、平成２５年度からは水道局水道課として統合し、技術共有等を進めてきました。
　また、平成２７年度から、庶務部門を経営管理課として設置し、さらに、平成２９年度からは水道庶
務と簡易水道庶務を統合し、運営しています。

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

平成　27　年　10　月　1　日

料
金
体
系
の
概
要
・
考
え
方

　平成１８年３月に合併し、３年後の平成２１年度に
料金の平準化のため、高かった一部の地域の料金
改定を行いました。
　平成２７年１０月には、上水道会計の健全経営を
維持する水準までの引き上げと併せて、簡易水道
統合に向けてこれまで不均衡であった市内の料金
を統一しました。用途別や口径別であった料金を、
口径別の従量に応じた算定をする２部料金制とし、
料金算定期間（H27～H30）に上水道会計が健全
経営を維持できることとしていましたが、令和３年度
までは健全経営が維持できています。

これまでの主な経営健全化の取組

〇平成２１年度：水道料金等徴収業務等アウトソーシング⇒１係を廃止、職員６人減員。
〇平成２７年度：水道局の庶務部門を統一⇒経営管理課発足。
〇平成２９年度：簡易水道と水道事業の統合。
〇令和３年度　：水道事業運転管理等業務委託において、薬品購入及び修繕業務の一部を包括委
託。

消費税抜き

口径Φ 料金　　　　　　水　　量 料金

13mm 1,200円 1 ㎥以上

20mm 1,500円 8 ㎥以下

25mm 2,000円 9 ㎥以上

30mm 3,000円 30 ㎥以下

40mm 3,400円 31 ㎥以上

50mm 5,000円 50 ㎥以下

75mm 8,000円 51 ㎥以上
100mm以上 16,000円 100 ㎥以下

101 ㎥以上 240円

260円

　
料金区分

基本料金 従量料金（1㎥につき）

一般用

55円

220円

230円

235円

公衆浴場用 2,000円 1㎥につき 80円

一時用 1㎥につき

給水係 給水係

工務係 工務係

庶務係 施設係

施設整備係

施設管理係

庶務係

29年度～
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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

　水道事業の経営分析比較は別添のとおり、「収益性（収支の状況）に関する項目」、「資産の状態
に関する項目」、「財務比率に関する項目」、「施設の効率性（稼働状況）に関する項目」、「生産性
（職員数と事業の状況との関係）に関する項目」、「料金に関する項目」の６項目、３３指標による分析
を行いました。
　収益性（収支の状況）では、現時点で利益が生じているものの営業収支比率が100％を大きく下
回っていることから、水道料金では事業を賄えないことを端的に表しています。また、総資本回転率
が低く、投資に対する回収サイクルが遅いことが分かります。このことは、施設規模に比して適正な収
入を確保できるよう料金水準の見直しが必要であることを示しています。
　資産の状態では、管路の約４分の１が法定耐用年数を超過し、更新ペースがかなり遅いことがわか
ります。
　財務比率では、短期的な支払い能力、財務の長期的な安全性ともに問題はない数値です。
　施設の効率性では、軒並み良くない結果となっており、施設の能力・規模が収益に結びついてい
ないため、適切な配水能力の設定が必要です。
　生産性（職員数と事業の状況との関係）では、良い結果となっていますが、少数の職員で事業運営
を行う場合には、一般的に、職員の技術力を維持・継承していくことが困難となりますので、平常時
及び緊急時における業務マニュアルの整備を図っていくことなどが重要となります。
　料金については、供給単価が給水単価を下回っているため、給水収益単独では給水に必要な原
価を回収できず、十分な採算性を確保できていないことが分かります。

　本市の行政区域内人口は、令和２年（2020年）国勢調査の確定値では７５，７８３人と、平成１７年
（2005年）の９６，４７３人から２０，６９０人（▲21.4％）減少しました。将来人口予測によると、令和１２年
（2030年）には６１，９９９人まで減少すると予測しています。
　給水人口についても、平成１７年度末の８７，６６４人から令和２年度末は７１，０３６人と１６，６２８人
（▲19.0％）減少しています。将来人口予測を基に推計した令和１４年度の給水人口は５５，０００人を
下回ると見込んでいます。
　（行政区域内人口は、国勢調査の結果を基に政策企画課が算出した天草市将来人口予測を用いた。推計値
のない年度は、５年ごとの推計値の平均で算出。給水人口は、給水区域ごとの将来人口予測の増減に合わせ
て算出。）

給水人口の予測
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（２）

（３）

水需要の予測

　平成１８年度の合併当初は総配水量１０，７８７，０７９㎥、有収水量８，３９４，６４２㎥であったもの
が、令和３年度では総配水量８，６４５，５６６㎥、有収水量７，０８４，６８３㎥となりました。
　今後も給水人口の減少が見込まれるため、令和１４年度には総配水量約６，５８０，０００㎥、有収水
量約５，５５０，０００㎥まで減少すると見込んでいます。

【水需要予測の考え方】
　〇平成２９年度版経営戦略では水需要の低下要因は「給水人口減少や節水機器の普及」とされて
いるが、給水人口一人当たりの有収水量に大きな変動はない。
　〇給水人口一人当たりの有収水量は平成１８年度９８．５９㎥、令和３年度１００．３９㎥。最低は１８
年度、最高は２５年度で１０１．９９㎥、平均１００．３５㎥。
　〇このことから水需要予測において「給水人口」を基本となる要素として算出。

料金収入の見通し

　平成２６年度までは、有収水量の減少とともに料金収入も減少していましたが、平成２７年１０月の
水道料金統一（改定）により一時的に増加しました。
　しかし、それ以降は人口減少に伴う有収水量の減により料金収入も徐々に減少し、平成２８年度に
１，７８２，５６２千円あった料金収入は令和３年度には１，７０４，４３２千円まで減少しています。
　今後も、料金収入に影響を与えるような給水区域の拡張予定もないため、人口減少の影響を受
け、令和１４年度には約１，３３０，０００千円まで減少すると見込んでいます。
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）

　本市は、広い面積の中に限られた平坦部に集落が点在しているため、浄水場や配水池は多数に
上り、長い管路を抱えて効率の悪い経営を余儀なくされています。今後、人口減少による水需要の
低下も確実な中、施設や管路の更新はペースをあげる必要があります。
　これらの課題を解決し、将来にわたって安定的に水道水を供給するため以下の理念や目標等を
掲げています。
　本市の最上位の計画として位置づけられる第３次天草市総合計画では、将来像を「ともにつながり
幸せ実感　宝の島“天草”」とし、実現に向けて５つの理念を定めました。　水道局では、「やさしさと
安心のまち」を理念とし、「安心で持続可能な上下水道の整備」を政策として掲げています。
　また、水道事業が目指すべき方向性を示す指針として策定した天草市水道ビジョンにおいては、
「安心で安全な水道」、「強靭な水道」、「健全な経営を持続する水道」を目標として掲げています。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
　老朽化した管路の更新が喫緊の課題となっていますので、漏水調査及び既
存施設の統廃合を中心とした基本計画を策定し、効率的な投資を行います。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　水道管路の延長は令和３年度末１２３０．９２ｋｍで、うち法定耐用年数を超えた管路の割合が２４．
７３％と約４分の１となっていますが、管路更新率は０．２３％で全国平均０．６６％を大きく下回ってい
ます。
　また、施設利用率や配水管使用効率など施設の効率性を示す各指標に関しても全国平均を下
回っており、施設の能力や規模が収益につながっていないことが分かります。今後、水需要も減少し
ていく中、益々、施設の効率性は低下していくと見込まれます。

組織の見通し

　合併当初の平成１８年度には損益勘定職員２５人、資本勘定職員５人、簡易水道事業１６人の計４
６人でスタートしましたが、水道料金等徴収業務等委託、水道課と簡易水道課の統合、庶務担当課
の設置及び係の統合などの取組みにより、令和３年度では損益勘定職員１６人、資本勘定職員５人
の計２１人体制となりました。
　今後については、平成２９年度以降、損益勘定部門での職員数と事業の状況との関係に関する各
指標では、全国平均よりかなり良好な値となっていることから、本計画期間中の損益勘定部門の体
制については、原則現状維持で問題はないようです。
　一方、資本勘定部門の体制については、前項に記載の管路更新率や施設の効率性の低さなどの
課題解決に向けて、最低でも現状の人数は必要です。

施設の見通し
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

広　　　　　　域　　　　　　化
　熊本県水道広域化推進プランに基づき推進される広域化の取組み
に参画します。

【委託料・修繕費・薬品費】
　令和３年度から令和７年度までの５ヶ年において、各地区の浄水場及び施設の運転管理等業務委
託を軽微な修繕及び薬品の購入業務を含めた包括委託方式で発注することで、修繕費及び薬品
費の縮減を図っていますが、目的どおりの成果が出ているか総合的な検証を行います。
【動力費】
　新型コロナウイルス感染症の流行やロシアによるウクライナへの軍事侵攻等の影響により高騰して
いる電力料金については、令和５年度予算の水準で推移していくことを見込んでいます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

施設・設備の廃止・統合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　令和５年度と６年度の２ヶ年で水道施設の効率性改善のために、既
存施設の統廃合を中心とした「天草市水道施設基本計画」を策定しま
す。
　この基本計画に基づき、施設等の統廃合、規模の変更等を実施して
いくこととします。

②　収支計画のうち財源についての説明

目標

【水道料金】
　現行の水道料金は適用から７年以上を経過しており、当初想定した算定期
間の４年を大幅に超過し、給水人口の減少に対応しきれなくなってきているこ
とから、本計画期間の早い段階で料金改定を行い、収入の確保を図ることとし
ます。
【繰入金】
　国が示す繰出基準に沿った額での繰入れを基本としていますが、消防用水
の負担において基準どおりに繰入れられていない要素もあるため、改善を図
ります。
【資産の有効活用】
　現在、市内金融機関への定期預け入れにより管理している資産の一部を債
券による運用へと転換します。

投資計画 項目 R05年度 R06年度 R07年度 R08年度 R09年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度

事業費 375,340 254,950 291,700 556,500 716,700 742,200 729,700 649,100 502,600 559,500

延長（ｍ） 5,713 8,155 8,405 12,640 11,355 9,245 10,140 3,930 2,350 2,350

本渡地区 事業費 165,445 54,150 87,100 192,200 202,200 214,000 258,700 261,000 248,000 264,400

延長（ｍ） 1,280 4,280 4,620 730 4,540 700 800 800 500 500

牛深地区 事業費 48,220 42,000 78,300 88,700 129,700 162,400 66,500 67,000 22,000 66,500

管路 延長（ｍ） 395 910 595 1,880 375 2,705 150 150 150 150

五和地区 事業費 45,270 32,300 18,900 42,900 94,000 92,500 16,400 28,500 16,400 30,900

延長（ｍ） 715 230 380 2,420 1,480 1,400 390 200 200 200

御所浦地区 事業費 23,915 27,100 12,600 33,500 42,100 28,200 55,600 28,500 37,900 28,500

延長（ｍ） 890 440 210 1,410 560 350 3,650 300 300 300

旧簡易水道区域 事業費 92,490 99,400 94,800 199,200 248,700 245,100 332,500 264,100 178,300 169,200

延長（ｍ） 2,433 2,295 2,600 6,200 4,400 4,090 5,150 2,480 1,200 1,200

管路
以外

施設・電気設備・固定資産 事業費 139,800 274,956 175,800 153,100 208,300 208,900 196,200 209,800 192,000 183,080

515,140 529,906 467,500 709,600 925,000 951,100 925,900 858,900 694,600 742,580

　　　(単位：千円）

管路地区別　計

投資予定額合計

6



②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

料 金
　現行の水道料金は、適用開始から７年以上が経過し、当初想定の４
年を超過、給水人口の減少に対応しきれなくなっているため、本計画
期間の早い段階での料金改定を行います。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　本経営戦略は、平成29年2月（平成30年4月更新）に策定した10ヶ年
の計画を改定し、第2期としたものです。
　常に社会情勢は変化していますので、毎年10年先の中期経営計画
をローリングすることで検証していきます。
　検証の結果、本経営戦略を大きく見直す必要が発生した場合は再
度改定を行います。

動 力 費

職 員 給 与 費

　令和３年度から令和７年度までの５ヶ年において、各地区の浄水場
及び施設の運転管理等業務委託を軽微な修繕及び薬品の購入業務
を含めた包括委託方式で発注することで、修繕費及び薬品費の縮減
を図っていますが、目的どおりの成果が出ているか総合的な検証を行
います。

　電力料金の高騰により動力費を大きく見込まざるを得ません。物価
高騰に対応する国の交付金等の活用を財政課及び担当部署に求め
ていきます。

　決算の数値を基に総務省が発表する経営指標において、職員給与
費に関する指標は良好な値となっているため、令和５年度の水準で見
込んでいますが、「天草市水道施設基本計画」の結果によっては営業
費用と建設改良費間の構成の変更があります。

委 託 料

修 繕 費

資産の有効活用等（*2）
に よ る
収 入 増 加 の 取 組

　旧水道施設用地として管理のみを行っている土地について売却を
進め、維持管理費の縮減及び収益の確保を図ります。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 1,720,016 1,693,874 1,668,518 1,603,614 1,571,977 1,540,538 1,509,200 1,477,796 1,446,398 1,414,972 1,383,227 1,351,116
(1) 1,704,432 1,675,240 1,650,019 1,585,115 1,553,478 1,522,039 1,490,701 1,459,297 1,427,899 1,396,473 1,364,728 1,332,617
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 15,584 18,634 18,499 18,499 18,499 18,499 18,499 18,499 18,499 18,499 18,499 18,499

２． 538,127 474,456 448,077 376,874 334,389 298,707 286,310 271,647 255,742 247,634 241,712 235,898
(1) 332,384 276,731 252,449 183,734 147,517 115,942 107,544 98,974 93,218 90,108 87,645 86,404

332,384 276,731 252,449 183,734 147,517 115,942 107,544 98,974 93,218 90,108 87,645 86,404
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 172,621 165,763 162,084 158,346 152,078 147,971 143,972 137,879 127,730 122,732 119,273 114,700
(3) 33,122 31,962 33,544 34,794 34,794 34,794 34,794 34,794 34,794 34,794 34,794 34,794

(C) 2,258,143 2,168,330 2,116,595 1,980,488 1,906,366 1,839,245 1,795,510 1,749,443 1,702,140 1,662,606 1,624,939 1,587,014
１． 2,007,936 2,026,222 1,999,871 1,973,464 1,988,718 1,980,979 1,971,695 1,960,133 1,920,778 1,900,684 1,903,576 1,907,905
(1) 115,818 117,432 108,468 108,468 108,468 108,468 108,468 108,468 108,468 108,468 108,468 108,468

52,827 55,198 51,270 51,270 51,270 51,270 51,270 51,270 51,270 51,270 51,270 51,270
11,179 6,683 11,282 11,282 11,282 11,282 11,282 11,282 11,282 11,282 11,282 11,282
51,812 55,551 45,916 45,916 45,916 45,916 45,916 45,916 45,916 45,916 45,916 45,916

(2) 743,111 810,649 823,874 827,562 881,118 889,760 898,488 907,302 916,206 925,196 934,277 943,449
129,210 125,089 193,815 195,753 197,710 199,687 201,684 203,701 205,738 207,795 209,873 211,972
86,101 83,276 46,459 46,923 92,844 93,773 94,711 95,658 96,615 97,581 98,557 99,542

372,993 408,996 393,065 396,995 400,965 404,975 409,025 413,115 417,247 421,419 425,633 429,889
154,807 193,288 190,535 187,891 189,599 191,325 193,068 194,828 196,606 198,401 200,214 202,046

(3) 1,149,007 1,098,141 1,067,529 1,037,434 999,132 982,751 964,739 944,363 896,104 867,020 860,831 855,988
２． 138,967 119,242 101,248 85,390 72,969 62,531 53,844 46,290 39,614 34,312 30,362 26,843
(1) 138,965 119,242 101,068 85,210 72,789 62,351 53,664 46,110 39,434 34,132 30,182 26,663
(2) 2 0 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

(D) 2,146,903 2,145,464 2,101,119 2,058,854 2,061,687 2,043,510 2,025,539 2,006,423 1,960,392 1,934,996 1,933,938 1,934,748
(E) 111,240 22,866 15,476 △ 78,366 △ 155,321 △ 204,265 △ 230,029 △ 256,980 △ 258,252 △ 272,390 △ 308,999 △ 347,734
(F) 110 10 10 10 10 10 10 10 10 10 11 11
(G) 154 579 579 579 579 579 579 579 579 579 579 579
(H) △ 44 △ 569 △ 569 △ 569 △ 569 △ 569 △ 569 △ 569 △ 569 △ 569 △ 568 △ 568

111,196 22,297 14,907 △ 78,935 △ 155,890 △ 204,834 △ 230,598 △ 257,549 △ 258,821 △ 272,959 △ 309,567 △ 348,302
(I) 117,286 139,583 154,490 75,555 △ 80,335 △ 285,169 △ 515,767 △ 773,316 △ 1,032,137 △ 1,305,096 △ 1,614,663 △ 1,962,965
(J) 2,919,857 2,769,385 1,127,776 953,386 943,852 934,413 925,069 915,818 906,660 897,593 888,617 879,731

42,497 24,399 40,756 56,237 55,674 55,117 54,566 54,020 53,480 52,945 52,416 51,892
(K) 1,136,489 1,088,019 1,021,318 928,845 850,238 802,854 770,493 699,220 615,933 592,930 580,326 568,437

850,858 788,984 723,782 696,227 615,985 566,950 532,921 459,964 374,976 350,255 335,916 322,274
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

214,759 218,862 218,379 163,471 165,106 166,757 168,425 170,109 171,810 173,528 175,263 177,016
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,720,016 1,693,874 1,668,518 1,603,614 1,571,977 1,540,538 1,509,200 1,477,796 1,446,398 1,414,972 1,383,227 1,351,116

(N)

(O)

(P) 1,720,016 1,693,874 1,668,518 1,603,614 1,571,977 1,540,538 1,509,200 1,477,796 1,446,398 1,414,972 1,383,227

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22 条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

△ 145.28△ 5.11 △ 18.51 △ 34.17 △ 52.33 △ 71.36 △ 92.23 △ 116.73

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

委 託 料

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和６年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和５年度

営 業 収 益
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 151,000 142,300 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 221,278 222,886 213,492 191,757 175,610 155,213 135,972 130,572 109,669 85,901 88,704 89,836

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 26,796 10,350 11,700 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 248,074 384,236 367,492 344,107 327,960 307,563 288,322 282,922 262,019 238,251 241,054 242,186

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 248,074 384,236 367,492 344,107 327,960 307,563 288,322 282,922 262,019 238,251 241,054 242,186

１． 631,167 727,656 607,110 536,379 479,646 699,737 894,715 919,283 896,374 835,465 835,465 835,465

35,171 37,239 47,111 47,111 47,111 47,111 47,111 47,111 47,111 47,111 47,111 47,111

２． 880,131 851,050 799,198 735,733 696,227 615,984 566,951 532,922 459,964 374,964 350,255 335,917

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 1,511,298 1,578,706 1,406,308 1,272,112 1,175,873 1,315,721 1,461,666 1,452,205 1,356,338 1,210,429 1,185,720 1,171,382

(E) 1,263,224 1,194,470 1,038,816 928,005 847,913 1,008,158 1,173,344 1,169,283 1,094,319 972,178 944,666 929,196

１． 1,019,023 1,133,495 989,772 879,831 805,413 943,649 1,089,253 1,082,820 957,828 761,318 758,588 758,318

２． 190,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 54,201 60,975 49,044 48,174 42,500 64,509 84,091 86,463 84,172 78,081 78,081 78,081

(F) 1,263,224 1,194,470 1,038,816 928,005 847,913 1,008,158 1,173,344 1,169,283 1,042,000 839,399 836,669 836,399

0 0 0 0 0 0 0 0 52,319 132,779 107,997 92,797

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 6,555,811 5,855,761 6,698,863 6,113,130 5,566,903 5,100,919 4,683,968 4,301,046 3,991,082 3,766,118 3,565,863 3,379,946

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

332,384 276,731 252,449 183,734 147,517 115,941 107,543 98,974 93,218 90,108 87,645 86,404

249,253 204,163 169,823 129,986 90,296 74,998 62,094 49,932 38,340 27,524 17,431 8,635

83,131 72,568 82,626 53,748 57,221 40,943 45,449 49,042 54,878 62,584 70,214 77,769

221,278 222,886 213,492 191,757 175,610 155,213 135,972 130,572 109,669 85,901 88,704 89,836

200,139 201,677 196,380 175,723 161,222 143,192 127,301 124,097 104,173 80,308 83,165 84,198

21,139 21,209 17,112 16,034 14,388 12,021 8,671 6,475 5,496 5,593 5,539 5,638

553,662 499,617 465,941 375,491 323,127 271,154 243,515 229,546 202,887 176,009 176,349 176,240

令和14年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度令和６年度令和５年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和13年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和11年度 令和12年度 令和13年度

他 会 計 負 担 金

令和14年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度
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